
埼玉県内市町の手話言語条例 

白岡市心をつなぐ手話言語条例 

令和２年６月２６日施行 

久喜市手話言語条例 

平成２９年４月１日施行 

三芳町手話言語条例 

平成２７年１２月１０日施行 

手話は、音声言語とは異なり、手指及び体の動き並びに表情を使

って視覚的に表現する言語である。また、手話は、物事を考え、互

いを理解し合い、知識を蓄え、社会生活を営むための言葉として、

ろう者が長年に渡って大切に育んできた言語である。 

しかしながら、これまで手話が言語として認められず、また、手

話を使用する環境も整備されてこなかったことから、ろう者は、必

要な情報を得ることや意思疎通を図ることが難しく、多くの不便と

不安を抱えながら生活してきた。 

こうした中で、平成１８年に国際連合総会で採択された障害者の

権利に関する条約や平成２３年に改正された障害者基本法におい

て、手話が言語であることが明記されたことに鑑み、手話に対する

理解を深め、手話を普及し、手話を使いやすい環境を整備していく

ことが求められている。 

これを受け、手話が言語であるとの認識に基づき、ろう者とろう

者以外の者とが互いを理解し合い、ともに支え合い、ともに地域の

中で育ち、学び、生活し、働き、活動できる共生社会の実現を目指

し、この条例を制定する。 

 

 

 

（目的） 

第１条 この条例は、手話が言語であるとの認識に基づき、手話及

びろう者に対する理解の促進並びに手話の普及に関し、基本理念

を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにすると

ともに、手話に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって

共生社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第２条 手話及びろう者に対する理解の促進並びに手話の普及は、

手話が言語であるとの認識に基づき、市民が手話により意思疎通

を行う権利を尊重することを基本とする。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、手話及びろう者に対する理解の促進、手話の普及並

手話は、耳が聞こえない人や聞こえづらい人が物事を考え会話を

するときに、手指や体の動き、顔の表情を使って視覚的に表現する

独自の語彙と文法体系をもつ言語です。 

ろう者は、互いを理解し、知識を蓄え、文化を創造するための手

段として、手話を大切に育んできました。 

近年になって、障害者の権利に関する条約や障害者基本法におい

て、手話が言語であることが明記され、国際的にも認知されるよう

になってきましたが、社会における手話に対する認識は、広く共有

されているとは言えません。 

手話を必要とする全ての人が、日常生活及び社会生活において、

手話を通じて容易に必要な情報を取得し、十分なコミュニケーショ

ンを図ることのできる社会を実現するためには、私たち一人ひとり

が、手話がかけがえのない言語であることについて理解を深めると

ともに、手話を普及し、手話を使用できる環境を整備していくこと

が重要です。 

久喜市は、ここに、手話が言語であるとの認識に基づき、手話を

必要とする人もしない人も全ての市民が手話への理解を深め、共に

支え合う地域社会を実現することを目指し、この条例を制定しま

す。 

 

（目的） 

第１条 この条例は、手話への理解の促進及び手話の普及に関し、

基本理念を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らか

にするとともに、手話に関する施策の基本的事項を定めることに

より、手話に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、もっ

て全ての市民が、共に支え合う地域社会の実現に寄与することを

目的とする。 

（基本理念） 

第２条 手話への理解の促進及び手話の普及は、手話が言語である

との認識に基づき、市民は、手話により意思を伝え合う権利を有

していることを理解し、その権利を尊重することを基本とする。 

（市の責務） 

第３条 市は、前条の基本理念（次条及び第５条において「基本理

念」という。）にのっとり、手話への理解の促進及び手話の普及

手話は、日本語と同様に一つの言語です。言語である手話が私た

ちの暮らしの中で日本語と共に使用できる環境、すなわち日本語を

使う人と手話を使う人の相互の意思疎通が可能な社会を実現する

ためにこの条例を制定します。 

そもそも言語とは、人間相互が意志や感情を伝えあい知識を得る

ことや文化を創造する上で不可欠なものであり、人類発展に大きな

役割を果たしてきました。 

言語の中で手話は、音声言語である日本語と異なり、手や指の動

き、表情を使い視覚的に表現する言語です。聞こえる人が日本語を

使い物事を考え、会話をしてきたように、日本の手話は、耳が聞こ

えない人、聞こえづらい人にとって物事を考え、会話する時に使わ

れてきました。障害者の権利に関する条約や障害者基本法において

手話が言語として位置付けられたことを受け、私たちの暮らしの中

で日本語と手話が言語として共存することになりました。日々の暮

らしの中で、日本語を使用する人にも手話が必要であり、手話を使

用する人にも日本語が必要です。また、この町で推進する『あいサ

ポート運動』の理念である「障がいを知り共に生きる」を実現する

ためにも、住民が互いの言語を尊重し、それぞれの言語を介して意

思疎通を図り、共に生きる社会(共生社会)を構築することをこの条

例により目指していきます。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、手話は言語であるとの考えに基づき、地域の

中で手話をコミュニケーションの手段として位置付け、住民相互

の意思疎通を円滑にすることで住民の人格と個性が尊重される

こころ豊かなまちづくりを実現することを目的とし、手話への理

解の促進及び手話の普及並びに手話を使いやすい環境を整備す

るため、基本的な事項を定めるものとする。 

（基本理念） 

第２条 言語である手話は、意思疎通の手段として一方的なもので

はなく、住民相互に必要な言語として尊重されなければならな

い。 

（町の責務） 

第３条 町は、前条の基本理念にのっとり手話に対する理解と手話

の普及を図り、手話を使用できる環境整備を行うため必要な施策
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びに手話を使いやすい環境の整備の推進を図るものとする。 

 

（市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念に対する理解を深め、手話を使いやすい

地域社会の実現のため、市が推進する施策に協力するよう努める

ものとする。 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念に対する理解を深め、手話を使いやす

い地域社会の実現のため、市が推進する施策に協力するよう努め

るとともに、ろう者が利用しやすいサービスの提供及びろう者が

働きやすい環境の整備に努めるものとする。 

（施策の推進） 

第６条 市は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条

第３項に規定する障害者計画において、手話及びろう者に対する

理解の促進、手話の普及並びに手話を使いやすい環境の整備の推

進に関する施策を策定し、これを総合的かつ計画的に推進するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市は、前項の規定による施策の策定及び推進に当たっては、ろ

う者その他の関係者の意見を聴くため、これらの者との協議の場

の確保に努めるものとする。 

 

 

（財政上の措置） 

第７条 市は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の

措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

を図り、手話を必要とする人が手話を使いやすい環境を整備する

ため、必要な施策を推進するものとする。 

（市民の役割） 

第４条 市民は、基本理念に対する理解を深めるとともに、市が推

進する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念に対する理解を深めるとともに、手話

を必要とする人が利用しやすいサービスを提供するよう努める

ものとする。 

 

（推進方針） 

第６条 市は、次に掲げる手話に関する施策を推進するための方針

（以下「推進方針」という。）を策定するものとする。 

（１）手話の理解及び普及に関すること。 

（２）手話による情報の取得の機会の拡大に関すること。 

（３）手話を使いやすくする環境の整備に関すること。 

（４）手話による意思疎通の支援に関すること。 

（５）その他市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

２ 市は、市が別に定める障がい者に関する計画を勘案して推進方

針を策定するものとする。 

３ 市長は、推進方針を策定し、又は変更しようとするときは、手

話を必要とする市民、手話通訳者その他関係者から意見を聴くも

のとする。 

 

 

 

 

 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

を推進するものとする。 

 

（住民の役割） 

第４条 住民は、第２条の基本理念に対する理解を深め、町が推進

する施策に協力するよう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

（施策の推進方針） 

第５条 町は、次に掲げる施策を総合的かつ計画的に推進するため

の方針(以下「推進方針」という。)を策定するものとする。 

（１）手話に対する理解及び手話の普及を図るための施策 

（２）住民が意思疎通又は情報の取得を手話により行うことがで

きる機会の拡大のための施策 

（３）住民が意思疎通の手段として容易に手話を選択し、使用す

ることができる環境の構築のための施策 

（４）学校教育の場における手話に対する理解及び手話の普及の

ための施策 

（５）手話通訳者の配置の拡充及び処遇改善など、手話による意

思疎通支援者のための施策 

（６）前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

２ 町は、推進方針を、町の施策や別に定める障がい者に関する計

画との調和を保ちながら策定するものとする。 

３ 町は、推進方針について、手話を使用する人その他の関係者の

意見を聴くための場を設けなければならない。 

 

（財政措置） 

第６条 町は、手話に関する施策を推進するため、必要な財政上の

措置を講ずるよう努めるものとする。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


